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活動頻度、メンバー 

≪研究会≫ 月1回開催、2006年度から計59回実施 

≪災害情報研究会メンバー≫（2012年3月現在：22名） 

自然災害情報WG 

氏名 会社名 氏名 会社名 

座長 市川 啓一 ㈱レスキューナウ危機管理研究所 平川 良 NKSJリスクマネジメント㈱ 

副座長 橋元 正美 清水建設㈱ 村田 麻友美 富士通エフ・アイ・ピー㈱ 

東根 聡 ㈱建設環境研究所 森本 浩之 建設技術研究所 

開地 保之 コクヨ㈱ 横山 祐輔 ㈱富士通エフサス 

久野 淳 長瀬産業㈱ 若林 亮 ㈱イー・アール・エス 

佐々木 勉 昭和鉄工㈱ 村地 由子 ㈱構造計画研究所 

城崎 孝史 セイコーエプソン㈱ 松本 繁明 キユーピー㈱ 

杉山 浩二 富士通エフ・アイ・ピー㈱ 副島 紀代 ㈱ 大林組 

高橋 克彦 インフォコム㈱ 野々山 和光 有限会社ノワ 

西濱 靖雄 西濱防災ネット技術事務所 森下 宏之 東急建設㈱ 

野田 浩二 アジア航測㈱ 大島 啓一 ㈱富士通マーケティング 

（順不同） 

12年度で 
7年目 
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活動風景 

≪研究会実施風景≫ 
日本橋BCAO新事務所にて  
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研究内容のご紹介 

災害時の事業継続に必要なアクションを「発災直後」「初動」 
「復旧」の３ステージに分けて抽出 

抽出されたアクションについて、実施主体を「災害対策本部」と 
「現地災害対策本部」に分け、時系列的にフロー図を作成  

抽出されたアクションを実行するために必要な情報（=インプット 
情報）と、アクションの結果として発信される情報（=アウトプッ

ト情報）を抽出・整理 

1 

2 

3 

どんな情報か(What) /何のために必要か(Why)/ 
どこから入手すべきか(Where)/誰が入手すべきか(Who)/ 
いつ入手すべきか(When)/どうやって入手すべきか(How) 

災害発生直後の初動対応や復旧活動を迅速・的確に行うため、必要 
な情報を整理し、情報の効果的な入手・伝達手段を明らかにする 

≪目的≫ 

≪検討手順≫ 

整理の 
ポイント 
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想定する災害の定義 

ケーススタディとして以下の条件で検討を実施 
（業種規模を問わず、汎用的に成果が活用されることを目指して設定） 

項目 想定条件 備考 

原因となる災害 直下型地震 震源域周辺の被害を想定 

原因となる災害の規模 震度6強程度 対象地点での震度 

原因となる災害の時間 
・発生場所 

未定 フレキシブルな対応を目的 

対象とする企業 
東京に本社がある製造業 
地方にも主要拠点・工場あ
り 

社員数千人規模 

被災設定 
東京の本社は無被害 
地方の拠点（工場）が被災 

本社に災害対策本部設置 
被災した拠点（工場）に 
現地災害対策本部設置 
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検討手順① アクションの抽出・整理 

ステージ

時間軸

行動 方針の策定 災害の特定
重要な要素の抽

出
対外的な情報発

信および情報共有
情報システムの

バックアップ
生命の安全確保と

安否確認
生命の安全確保と

安否確認
二次災害の防止

地域との協調・地
域貢献

共助・相互扶助 共助・相互扶助 財務手当て 教育・訓練の実施

トップマネジメント
による決定

地震の規模・種
類・範囲

復旧までの最長ク
リティカルパス、ボ
トルネック抽出

被災地での業務
の再開または非被
災地での業務の

設置候補オフィス
の事前選定

情報収集・伝達、
広報体制の確立

重要業務と情報シ
ステム関係の明確
化

サプライチェーン
の事前協力関係
の構築

救急救命要員の
確保

義援金の提供 食糧、飲料の備蓄

遠隔地の文書・電
子データ保存サー
ビスの活用

バックアップ稼働・
切替計画、復帰計
画の策定

ＯＥＭの実施・同
業他社との応援協
定の利用

役員、従業員の安
否確認

避難者への自社
の敷地、建物の開
放

従業員の家庭へ
の被害軽減対策

部門を横断する動
員体制の確認

時差の考慮 自家発電装置、電
源や回線など各種
設備の二重化対

供給元の被災状
況把握、代替性の
確保

適正在庫の考え
方の見直し

安否確認の実施
手順と定期訓練の
実施

役員宅、社宅の耐
震化

建物、建築物の倒
壊ヶ所点検体制の
確立

保有飲料、食料、
その他物資の提
供

地域住民（自治
体）のニーズ把握

配送業者との協定
を含む輸送力の情
報把握

災害時緊急支援
制度の有無

連絡不通時の権
限委譲や代行順
位の決定

自治体の制度や
防災組織など地域
資源の活用

金融市場への適
切な情報開示方
法の構築

遠隔地の文書・電
子データ保存サー
ビスの活用

安否確認システム
の整備

地元災害救援業
務の支援技術者
の派遣

ライフライン企業と
の災害時協定の
締結

代替え取引先ＳＣ
Ｍの把握

安全対策要員の
任命と招集訓練の
実施（災害・地域

緊急連絡体制の
整備・更新

通信手段整備 社員のボランティ
ア活動

医療機関、金融機
関との協定の締結

自社及び取引先
の非常時入館方
法の把握

設置候補オフィス
との連絡手段整備

帰宅・避難経路確
認

余震の予測手段 企業のボランティ
ア休暇制度の普
及

施設の耐震強度
の算定

設置タイミングの
条件化

停電時の指示伝
達手段整備

安保確認始動条
件と運用ルール

エレベータ、危険
物、可燃物の管理

設置候補オフィス
の事前選定

余震までの応急対
策

地震想定情報（内
閣府）

各事業所毎の重
要業務のプロセス
把握

広報先・情報発信
先・共有先リスト

設備・施設の建築
年月日・耐震デー
タ

各事業所毎の重
要業務の代替え
手段の有無

テンプレート・運用
ルール

配送業者との協定
を含む輸送力の状
況把握

代替取引先ＳＣＭ
の把握

停止期間と対応力の見積もりと人命
等への影響

代替能力の検討
・生産施設
・要員
・原料・在庫・部品
商材
・設備・機械・空
調・EV
・生産・保管・物
流・梱包

人命・利益・生産
量・供給先への影
響により優先順位
付け

指揮命令系統の明確化 本部等重要拠点の機能の確保

生産量の減少、利
益損失、賠償責任
金額、信用失墜、
資金繰り悪化など
の見積り

製品・サービスの供給関係

設置候補オフィス
の管理会社からの
報告ルールの取り
決め

設置場所選定条
件の事前定義（必
要設備の整理用
意）

被災工場の早期
復旧、非被災地の
工場・拠点での代
替生産関係当局、周辺住

民、サプライチェー
ン等の関係との連
絡体制の構築

・電話
・携帯電話
・衛星電話
・Eメール

平　時
発災前

※別表にて作成

取引先・消費者・
従業員・株主・市
民・自治体などと
の情報共有手段
の整備

金融情報
・地震保険
・火災保険
・ＢＣＰサポート
ローン
・防災金融格付け

自然条件等
・地質・地形
・被害予想図
・ハザードアップ
・帰宅支援図
・防災ＧＩＳ
・災害史

役員・従業員・家
族安否情報確認
手段
・本人の安否
・家族の安否
・出社の可否

ライフライン、イン
フラ機関の所在
地、連絡先情報
・電気
・水道
・ガス
・電話
・ Ｉ　Ｔ
・道路・港湾・空港

役員・従業員・家
族の指定避難情
報
・避難場所
・避難経路

自社・供給元の備
蓄品・在庫情報
（内容・場所・数
量）情報
・食料
・飲料水
・医薬品
・電源
・燃料
・救出・脱出・応急
手当品

担当役員、総務、BCP策定部署

・ホームページ
・パンフレット

・安否確認システ
ム
・電話・携帯電話
・Eメール
・地図、避難所マッ
プ

・設計図・図面・資
料

・テレビ・ラジオ
・Eメール
・訪問・点検

・電話帳
・インターネット
・１１４
・営業窓口

・テレビ・ラジオ
・訪問

・電話
・携帯電話
・衛星電話
・Eメール

・社内ファイル
・社内データベー
ス

・電話
・携帯電話
・衛星電話
・Eメール

基礎知識教育、机
上訓練、意志決定
訓練、動的避難訓
練、消防訓練、
バックアップシステ
ム稼働訓練、対策
本部設営訓練

保険、災害時融資
予約の検討、災害
時ローンの適用可
能性の検討

建物の耐震化、製
造機器、付帯設
備、計器備品等の
転倒防止、地盤高
の確保

火災防止、延焼防
止、薬液噴出・漏
洩防止等の安全
対策

地域情報提供機
関、企業の隣組、
発注元、同業他社
との共助、協定

二次災害に備えた
情報入手先
・余震情報
・津波情報
・火災情報
・倒壊情報
・土砂情報
・有害物質飛散情
報
・下敷き・閉じ込め

行政機関の所在
地・連絡先情報
・役所
・警察
・消防
・病院
・学校
・保健所

地域被災情報入
手先
・市町村役場
・避難所
・病院
・老人ホーム
・ボランティア活動
拠点

本社・営業・生産・
物流拠点の選定と
バックアップ施設
の整備

呼集条件
・震度ランク
・被災場所
・被災程度

電源、通信設備、
情報システム等の
設備情報
・仕様
・操作手順
・マニュアル

周辺住民への危
険周知、避難要
請、行政当局への
連絡と連携体制の
確立

重要事業所の平
常時情報
・生産施設
・要員
・原料・在庫・部品
商材
・設備・機械・空
調・EV
・生産・保管・物
流・梱包
・火災・倒壊・危険
物漏洩・液状化

役員・従業員・家
族連絡先情報
・住所
・電話番号
・携帯電話番号
・Eメールアドレス

意志決定するこ
と：

Ｗｈｙ

供給元との被災状
況共有のための
報告ルール取り決
め

意志決定の根拠と
なる情報：

Ｗｈａｔ

トップ

災害対策本部長、
事務局、各部門の
対策実施本部の
組織化

対応レベル毎の
「対策本部体制、
意志決定手続き
（権限）など」定義

ライフライン、イン
フラ復旧目標情報
入手先
・電気
・水道
・ガス
・電話
・インターネット
・銀行
・道路
・鉄道
・空港・港湾

ライフライン企業、
復旧目標金融機
関、契約。法律、
条例等に定めたＩＴ
サービス業などの
目標復旧時間の
見積り

・テレビ・ラジオ
・Ｅメール

・電話
・携帯電話
・衛星電話
・Eメール

・内閣府・自治体
などのホームペー
ジ

情報の利用者：
Who

取得手段：How

緊急地震速報
・震源
・地震の規模
・推定震度
・主要動到達時間

震度速報
・震源の位置
・地震の規模
・震度3以上の地
域名、市町村名
・津波の有無
各地の震度に関
する情報
・震源の位置
・地震の規模
・震度1以上の各
地の震度

ライフライン、イン
フラの平常時の利
用情報
・電気・水道・ガ
ス・電話・IT
・道路・港湾・空

事業所毎の平常
時の情報
・生産施設
・要員
・原料・在庫・部品
商材・燃料
・設備・機械・空
調・EV
・生産・保管・物
流・梱包
・火災・倒壊・危険
物漏洩・液状化

・電話
・携帯電話
・衛星電話
・Eメール

・電話
・携帯電話
・衛星電話
・Eメール

・電話
・携帯電話
・衛星電話
・Eメール

本部設置条件
・設置場所
・集合場所
・連絡手段
・運用ルール

・電話
・携帯電話
・衛星電話
・Eメール

影響度評価結果、
平常時の取引先
や行政との関係、
社会的使命等を
整理

呼集条件
・震度ランク
・被災場所
・被災程度

本部設置条件
・設置場所
・集合場所
・連絡手段
・運用ルール
・組織図・名前等

・電話
・携帯電話
・衛星電話
・Eメール

緊急チーム、対策
本部連絡先情報
・住所
・電話番号
・携帯電話番号
・Eメールアドレス

連絡不通時
・権限委譲
・代行順位
・責任範囲

被害想定条件
・時期
・曜日
・時刻
・自然条件（風速等）

・電話
・携帯電話
・衛星電話
・Eメール

・電話
・携帯電話
・衛星電話
・Eメール

ステージ

時間軸

行動 発災の覚知／緊急呼集 安否確認 被災地への情報提供・指示

災害対策本部設置の必要性と設置レベル 災害対策本部設置場所

・緊急地震速報
・地震規模、地域
（Ｍ、震度、震源、被災地域）

・地震規模、地域
　　（Ｍ、震度、震源、被災地域）
　およびそれに基づく被害予測

社員の安否回答状況
（回答者数・出社可否・負傷有無）

災害対策本部スタッフの安否回答状況
（地域別回答者数・出社可否）

被災地域における
・事業所の有無
・役員社員の存在

・余震の発生頻度と規模の推移
・津波注意報

・余震の発生頻度と規模の推移
・津波注意報

情報の取得者：ｗｈｏ

緊急チームスタッフ 緊急チームスタッフ 緊急チームスタッフ 緊急チームスタッフ 緊急チームスタッフ

情報の取得対象：ｗｈｏ
ｍ

・報道
・災害情報提供機関

・報道
・災害情報提供機関

・安否確認結果
・社員（出勤中）
・管理会社（守衛）
・報道および警察消防等のＨＰ
・ＳＣ
・災害情報提供機関

・安否確認結果
・社員（出勤中）
・管理会社（守衛）
・報道および警察消防等のＨＰ
・災害情報提供機関

・社員（出勤中）
・管理会社（守衛）
・報道および警察消防等のＨＰ
・災害情報提供機関

取得手段：ｈｏｗ
・テレビ、ラジオ
・災害情報提供機関や安否確認システムからの
メール、電話

・テレビ、ラジオ
・災害情報提供機関からのメール、電話

・テレビ、ラジオ
・インターネット
・電話、メール
・災害情報提供機関からのメール、電話

・テレビ、ラジオ
・インターネット
・電話、メール
・災害情報提供機関からのメール、電話

・テレビ、ラジオ
・インターネット
・電話、メール
・災害情報提供機関からのメール、電話

必要な情報を取得する
為に、平時において検
討・策定しておく事項

早期に災害情報を取得する仕組
・早期に災害情報を取得する仕組
・被害予測の仕組

・緊急時に繋がる通信手段確立
・管理会社との確認内容、手段の取決め
・ＳＣとの被災状況共有の為の報告ルール取決め
・災害情報提供機関（企業）との提携

・緊急時に繋がる通信手段確立
・管理会社との確認内容、手段の取決め
・災害情報提供機関（企業）との提携
・余震の予測手段

・緊急時に繋がる通信手段確立
・管理会社との確認内容、手段の取決め
・災害情報提供機関（企業）との提携
・余震の予測手段
・社員への指示伝達手段と伝達ルート
・帰宅残留、避難条件事前定義

行動・意思決定のため
に、平時において検
討・策定しておく事項

・呼集条件
・集合場所
・呼集連絡手段、運用ルールの整備

・安否確認始動条件
・安否確認の仕組と運用ルール
・通信手段整備

・対応レベル毎の「対策本部体制、意思決定手続き
（権限）など」定義
・設置条件の事前策定
（被害影響度分析）
・対策本部スタッフの事前選定と教育（災害・地域
毎）
・対策本部スタッフとの連絡手段の整備

・設置場所選定条件の事前定義
・設置候補オフィスの事前選定
・必要備品の洗出しと用意

・帰宅、避難経路確認
・避難場所確認
・備蓄備品整備
・事業所周辺コミュニティとの相互扶助の内容事前
調整

発災直後

緊急チーム集合し対応まで、災害対策本部設置レベル判断

緊急チーム集合・ＴＯＰへの概況報告

災害対策本部設置の是非判断

・安否確認始動是非および対象地域の決定

被災地域各オフィスの被災概況
　・建屋の外観上の被害
　・停電、断水の有無、ガスの配給状況
　　および復旧見込み
　・周辺地域の火災、倒壊の発生状況
　・入退館可能か（復旧見込み）
　・非常用備蓄備品の使用可否
　・危険物（漏洩、爆発）の有無

意思決定の
根拠となる情報
：ｗｈａｔ

意思決定すること
：ｗｈｙ

・呼集対象者の範囲
・集合日時

帰宅・残留、避難指示

被災地域の被災状況全体俯瞰
　・火災、倒壊の発生状況
　・停電、断水の有無、ガス配給状況
　・道路の通行可否
　・交通機関の運行状況
　・港湾河川の状況

災害対策本部設置候補オフィス近辺における
　・交通機関の運行状況
　・道路の通行可否

災害対策本部設置候補オフィスの被災概況
　・建屋の外観上の被害
　・停電、断水の有無、ガスの配給状況
　　および復旧見込み
　・周辺地域の火災、倒壊の発生状況
　・入退館可能か（復旧見込み）
　・通信の可否状況と復旧見込み
　・空調、エレベータの稼働状況
　　（および復旧見込み）
　・非常用備蓄備品の使用可否
　・本部業務備品の使用可否
　・危険物（漏洩、爆発）の有無

重要ＳＣの被災状況
　・ＳＣ間とのデータ授受が可能か
　　（ＳＣＭシステム、ネットワーク、通信・・・）
　・ＳＣの生産、物流設備
　・ＳＣの在庫の被害状況
　・ＳＣとの物流が可能か

重要事業所の被災概況
　・建屋の外観上の被害
　・生産、物流設備の外観上の被害
　・在庫の被害
　・停電、断水の有無、ガスの配給状況
　・通信、ネットワーク、ＩＴが使用可能か

被災地域の被災状況全体俯瞰
　・火災、倒壊の発生状況
　・停電、断水の有無、ガス配給状況
　・道路の通行可否
　・交通機関の運行状況
　・港湾河川の状況

ステージ

時間軸

指揮命令系統の明確化 本社等重要拠点の機能の確保
対外的な情報発信および社

内情報共有体制の確立
情報システムリカバリ 二次災害防止 地域との協調･地域貢献

意思決定すること
：ｗｈｙ

・事業継続計画発動範囲
・事業優先順位、生産/業務範囲の制限方針
・業務復旧目標の設定
・応急･復旧対策方針

・災害対策本部、現地対策本部体制の確立
 -必要に応じて、権限委譲の実施
・災害対策本部-現地対策本部間等の連絡体
制の整備

・業務再開場所の選択
・製品･サービスの供給体制の確立

・情報収集・伝達・広報体制
の確立

・情報システムのリカバ
リ手段の選択

・二次災害の防止策の確立 ・地元災害救援支援実施の要否

被災地域の被災状況全体俯瞰
 ・人的被害状況
 ・火災、建物等倒壊発生状況
 ・電気、ガス、水道供給状況
 ・電話（固定、携帯）使用可否状況
 ・道路、河川・空港・港湾、交通機関状況
 ・危険物（漏えい、爆発）有無状況

・災害対策本部の設置場所
・現地対策本部の設置場所

被災地域の被災状況全体俯瞰
 ・人的被害状況
 ・火災、建物等倒壊発生状況
 ・電気、ガス、水道供給状況
 ・電話（固定、携帯）使用可否状況
 ・道路、河川・空港・港湾、交通機関状況
 ・危険物（漏えい、爆発）有無状況

被災地域の電話（固定、携
帯）、Web,FAX使用可否状況

バックアップシステムが
準備されているか、稼動
までにどれほどの時間
が必要か

被災地域の被災状況全体俯瞰
 ・火災、建物等倒壊発生状況
 ・道路、河川・空港・港湾、交通機
関状況
 ・危険物（漏えい、爆発）有無状
況

被災地域の被災状況全体俯瞰
 ・人的被害状況
 ・火災、建物等倒壊発生状況
 ・電気、ガス、水道供給状況
 ・道路、河川・空港・港湾、交通機関状
況
 ・危険物（漏えい、爆発）有無状況

事業所の被災状況詳細とおおよその復旧時間
 ・建屋（外観、内部）
 ・設備（生産、保管、物流）
 ・事業所内の電気、ガス、水道供給設備
 ・電話設備
 ・ネットワーク、情報システム
 ・原材料、製品備蓄状況（何日分あるか等）
 ・危険物：漏えい、爆発の危険性

災害対策本部要員の安否・出社可否
 ・本部長、事務局長等構成員
 ・本部構成員の出社否時の権限委譲対象者

現地対策本部要員の安否・出社可否
 ・本部長、事務局長等構成員
 ・本部構成員の出社否時の権限委譲対象者

事業所の被災状況詳細とおおよその復旧時
間
 ・建屋（外観、内部）
 ・設備（生産、保管、物流）
 ・事業所内の電気、ガス、水道供給設備
 ・電話設備
 ・ネットワーク、情報システム
 ・原材料、製品備蓄状況（何日分あるか等）
 ・危険物：漏えい、爆発の危険性

事業所の電話設備、ネット
ワーク、情報システム被災状
況詳細とおおよその復旧時
間

情報システム、電源、空
調、ネットワークの被災
状況（既存システムを稼
動することができるか）

事業所の被災状況詳細
 ・建屋（外観、内部）
 ・設備（生産、保管、物流）
 ・危険物：漏えい、爆発の危険性

避難者に開放可能な自社の敷地、建物
の状況

サプライチェーンの被災状況
 ・原材料の供給可否、復旧見通し
 ・製品の受入可否、復旧見通し
 ・物流手段の被災状況詳細、復旧見通し
 ・ＳＣＭシステム・ネットワーク・通信等の被災状
況、復旧見通し

災害対策本部-現地対策本部間連絡手段の状
況
 ・社内設備：電話、ネットワーク、情報システム
 ・公共インフラ：電話、携帯電話等

サプライチェーンの被災状況
 ・原材料の供給可否、復旧見通し
 ・製品の受入可否、復旧見通し
 ・物流手段の被災状況詳細、復旧見通し
 ・ＳＣＭシステム・ネットワーク・通信等の被
災状況、復旧見通し

サプライチェーンとのネット
ワーク・通信等の被害状況、
復旧見通し

遠隔地の文書・電子
データ保存サービスが
活用可能か

安全対策要員の対応可否

地元災害救援業務の支援技術者要員
の状況

安否確認の状況
遠隔地の文書・電子データ保存サービスの
活用可否

必要な情報を取得す
るために平時におい
て検討･対策しておく
事項

・災害状況報告の方法と運用
・災害状況データベース
・緊急連絡網(本部、事業部、SCM間)
・インフラ各社との連絡網
・社員・役員緊急連絡網／安否確認システム
・緊急時につながる通信手段の確立

・社員・役員緊急連絡網／安否確認システム

・災害状況報告の方法と運用
・災害状況データベース
・緊急連絡網(本部、事業部、SCM間)
・インフラ各社との連絡網
・社員・役員緊急連絡網／安否確認システ
ム
・緊急時につながる通信手段の確立

・災害状況報告の方法と運用
・災害状況データベース

・災害状況報告の方法と
運用
・災害状況データベース

・災害状況報告の方法と運用
・災害状況データベース
・安全対策要員スケジュール共用

・災害状況報告の方法と運用
・災害状況データベース

行動・意思決定のた
めに平時において検
討･策定しておく事項

・BIAの実施（重要業務の明確化、RTO,RPOの明
確化)
・BCP発動基準

・災害対策本部/現地対策本部体制及び権限
委譲順位(体制）

・BIAの実施（重要業務の明確化、RTO,RPO
の明確化)
・代替オフィス(BIAに応じたパターン化)
・代替生産体制(BIAに応じたパターン化)
・SCM代替先との協定締結

･災害時広報体制
・マスコミ、周辺住民、消防、
警察等との協力関係構築

・バックアップシステム切
替手順書、タイムチャー
ト
・遠隔地保存サービス活
用方法

･災害時の危険物取扱手順
・安全対策要員の体制

･平時からの地域貢献
・近隣住民との災害時の協力協定等の
締結

情報の取得者（提供
者）：ｗｈｏ

･事業所の社員
 -電話設備は総務/システム部門
 -NW、ITはシステム部門
・サプライチェーン先担当者

・災害対策本部、現地対策本部要員
・事業所の社員

・災害対策本部、現地対策本部要員
・事業所の社員

・災害対策本部、現地対策本
部要員
・事業所の社員

・災害対策本部、現地対
策本部要員
・情報システム部員

・災害対策本部、現地対策本部要
員
・事業所の社員

・災害対策本部、現地対策本部要員
・事業所の社員

取得手段：ｈｏｗ
･チェックリストに従い、マスコミ報道、現地観察、
電話等で確認し、報告する
・安否確認システム

・現地観察、電話等により調査報告
・安否確認システム

・現地観察、電話等により調査報告
・安否確認システム

・現地観察、電話等により調
査報告
・安否確認システム

・稼動監視システム、各
機器の表示内容等

・現地観察、電話等により調査報
告 ・現地観察、電話等により調査報告

意思決定の
根拠となる情報

：ｗｈａｔ

事業継続計画の基本方針策定
事業継続計画の発動

行動

初動

災対本部の立ち上げ、対応開始まで

事業継続計画実施施策の決定

平時 

発災直後 

初動 

復旧 

時間軸 

行動 

意思決定すること 
Why 

意思決定の根拠 
となる情報 

What 

情報を取得するため
に平時において検討
対策しておく事項 

行動意思決定のため
に平時において検討
策定しておく事項 

情報の取得者 
Who 

取得手段 
How 

災害時の事業継続に必要なアクションを抽出  48項目 

ステージ

時間軸

行動（大項目） 家族のケア 復旧計画の修正

行動２（小項目） 障害把握 復旧目標の決定 家族のニーズの把握 復旧経費の算定 地域ニーズの把握 進捗確認

意思決定すること
：ｗｈｙ

障害毎の対応方針
段階別(項目別)

復旧目標日時の決定
ケアの内容 地域支援の内容 修正計画の決定

再開時期の決定
再開時体制の決定

業務別
復興目標日時の決定

経費捻出方法 移行タイミング

出社可能社員の状況
（業務別・応援含む）

障害対応方針
の実現時期

家族のニーズ 自社被害状況 地域ニーズ 復旧状況と計画の差
出社可能社員の状況
（業務別）

業務後との障害対応方針
の実現時期

自社被害状況 復興状況

リソースの稼働状況
（社内・SC）（詳細）

重要業務の復旧に必要な
社員

保険の適用条件 周辺避難所の状況
リソースの稼働状況
（社内・SC）（詳細）

行政補助金の適用条件 地域復興状況

リソースの復旧見込み
（社内・SC）（詳細）

社員の家族構成
（出社社員・待機社員別）

復旧計画の見通し 周辺の被害状況 情報システムの可動状況 復興計画の見通し

復旧経費・その捻出状況
（自己資金・融資状況）

社員・家族の現住所
（出社社員・待機社員別）

融資受け取り時期
（保険会社・銀行）

社内スペースの状況
（開放可能か）

融資受け取り時期
（行政・銀行）

危険区域の場所
（火災・倒壊等）

社内物資（水等）の状況
（提供可能か）

バックアップシステム
の可動状況

業務状況
社員の勤務状況
（CSRが可能か）

業務状況

情報システムの可動状況
（DB等が使用可・不可）

必要な情報を取得する
ために，平時において
検討・策定しておく事項

・社員スケジュールの共
有
・状況報告の方法と運用
ルールの決定
・災害情報共有データ
ベース（双方向型・階層
型）
・リソース稼働状況のモニ
タリングシステム構築

・状況報告の方法と運用
ルールの決定
・災害情報共有データ
ベース（双方向型・階層
型）
・リソース稼働状況のモニ
タリングシステム構築

・社員情報の共有
（個人情報との兼ね合い
があり、社内への公表に
ついては別途検討が必
要。）

・リソース稼働状況のモニ
タリングシステム構築
・保険の適用条件

・周辺避難所の規模・施
設内容
・災害情報共有データ
ベース（双方向型・階層
型）
・リソース（特に人材・在
庫）のモニタリングシステ
ム構築

・リソース稼働状況のモニ
タリングシステム構築
・復旧状況チェックシート
の作成

・社員スケジュールの共
有
・状況報告の方法と運用
ルールの決定
・災害情報共有データ
ベース（双方向型・階層
型）

・状況報告の方法と運用
ルールの決定
・災害情報共有データ
ベース（双方向型・階層
型）
・リソース稼働状況のモニ
タリングシステム構築

・リソース稼働状況のモニ
タリングシステム構築
・行政補助金の適用条件

・リソース稼働状況のモニ
タリングシステム構築
・復興状況チェックシート
の作成

・SCMネットワーク
　（フロー）の把握

・BIAの実施 ・家族への説明と理解
・保険会社担当者との交
流
　（顔合わせ等）

・平時からの地域活動
・復旧計画見直しに関す
　る規定（実施者，基準）

・他業務業務再開の基準
（可動状況，安定性等に
より判断）

・BIAの実施
・行政担当者との交流
　（顔合わせ等）
・銀行との協定

・移行条件の策定

情報の取得者
：ｗｈｏ

情報の取得対象
(災害対策本部以外)
：ｗｈｏm

他支社の担当者
SC担当者
経理部
警察・消防等のHP
システム担当者

警察・消防等のHP
業務担当者

各社員
保険会社担当者
銀行担当者

地域住民
自治会長
ボランティア

警察・消防等のHP
他支社の担当者
SC担当者
システム担当者

警察・消防等のHP
業務担当者

行政担当者
銀行担当者

トップ判断

取得手段：ｈｏｗ
緊急連絡システム
電話、メール

電話、メール 電話、メール 電話、メール、訪問
現地で情報収集
社員からの聞き取り

電話・メール 電話、メール 電話、メール 電話、メール、訪問
復興状況報告書
メール

備考

災害対策本部

前回資料の内容で復旧にそぐわないものをこちらに記載したのみ（詳細に検討はしていない）

重要業務以外の再開

地域の被害状況
・ライフライン停止状況
・道路の通行止め
・公共交通機関の
　復旧状況
・ガソリンスタンドの
　可動状況　等

各DBの共有化・入力規則・基準の設定

その他（復興）※検討対象外

平時業務状態移行まで

復興目標の決定 社会保障経費の算定
通常業務体制

への移行

復旧と復興にわけて検討。ただし、復旧と復興のどちらでも検討すべき内容については復旧のみに記載。
企業の状況や会社の状況によっては、復旧と復興の行動が変動する（状況に応じた対応が望まれる）

地域支援に要する
経費の算定

自社被害状況

経費捻出方法

義援金の状況
（社内ネットワーク）

復旧計画の見通し

・リソース稼働状況のモニ
タリングシステム構築
・義援金の収集方法

電話、メール、訪問

差（ギャップ）の要因
・地域復旧（ライフライン・
道路・交通機関等）の状
況

復旧

対応可能日～重要業務の復旧まで

災害対策本部

・銀行との協定

重要業務の復旧（操業度の回復） 経費算定 地域支援・広報活動

地域の被害状況
地域の被害状況
・ライフライン停止状況
・道路の通行止め
・公共交通機関の
　復旧状況
・ガソリンスタンドの
　可動状況　等

行動・意志決定のため
に，平時において検討・
策定しておく事項

各DBの共有化・入力規則・基準の設定

地域住民
経理担当者
銀行担当者

意思決定の
根拠となる情報
：ｗｈａｔ

融資受け取り時期
（銀行）
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検討手順② 災害対応フロー図の作成 

アクションを時系列にフロー化し、各アクションの位置づけと 
相互の関連性を整理  

時間
災害発生

a１-
発災の覚知

ロジスティック
a20-物資の在庫管理・調達 財務

a21-財務支援・手当ての実施

広報
a18-対外的な情報発信

安全管理
a12-帰宅・残留、退避の判

断

緊急対応

　a4-災害対策本部設置の是非判断

　a3-安否確認の実施

　a2-災害対策本部員の非常呼集

　　  情報・作戦

応援体制
a19-応援体制の確立

a32-現地被害の収集

a33-現地通信・情報連
絡手段の確立

社会貢献

a47-社会・地域との協調･貢
献

ロジスティック

a46-現地社員の生活環境（衣食住）の確保

a45-部品・材料の在庫管理・調達

a44-復旧資機材の確保

社会貢献

a22-地域貢献の方針決定

情報・作戦

a7-被害情報
の収集

a10-部署間の
連絡および調整

a8-通信・情報
連絡手段の確立

a9-社内情報
共有体制確立

安全管理

a36-二次災害の防止

a35-帰宅・残留、退避指示

ビジネスリカバリ

a13-重要業務の現状把握と見通しの分析 a15-対策の優先順位付けa14-代替手段による業務継続分析 a16-復旧活動の把握

a17-取引先対応の状況把握・方針決定

ビジネスリカバリ
a37-重要業務の現状と

見通しの報告
a40-重要業務の継続・

復旧活動の実施

a43-復旧活動の報告a39-情報システムのリカバリー

a42-被災取引先への支援

a41-取引先への状況報告と折衝

a38-リカバリー要員の体制確立

緊急対応

a25-現地緊急対策
要員の参集

a26-現地社員の安否
確認の実施

a27-脱出・消火・救
援活動の実施

a28-避難地への避難

a29-重要資産の
保全・持ち出し

a24-発災の緊急連絡

指揮
a30-現地対策本部の設置

a31-現地指揮命令系統の確立

a48-現地対策本部の解散a34-現地災害対応の意思決定

　

　　                                                       指揮a5-災害対策本部の設置

a6-指揮命令系統の確立
a23-災害対策本部の解散

a11-災害対応の意思決定

災
害
対
策
本
部 

現
地
対
策
本
部 
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STEP1:アクションの実行に必要な情報（インプット情報）と、実行した結
果発信される情報（アウトプット情報）を抽出（＝アクション項目別リスト） 
  「どんな情報か (What) 」「何のために必要か(Why)」が明確に 

検討手順③ インプット/アウトプット情報の整理 

アクション インプット アウトプット

i1-地震の規模・地域（マグニチュー
ド・震源・震度・到達時間）

i4-規定以上の地震情報（地域・震度）

i2-発災直後の発生事象

i3-緊急対応基準

i4-規定以上の地震情報（地域・震度）
i4-規定以上の地震情報（地域・震度）
＋（非常呼集要請）

i5-非常呼集対象者名簿 i7-参集状況（集合・呼集回答等）

i6-非常呼集実施基準

i4-規定以上の地震情報（地域・震度）
i4-規定以上の地震情報（地域・震度）
＋（安否確認）

i8-安否確認実施基準 i10-安否確認回答（個人）

i9-社員名簿 i11-安否確認集計結果

i10-安否確認回答（個人）

a3-安否確認の実施
（家族を含む）

a2-災害対策本部員の
非常呼集

a1-発災の覚知

Why What 
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検討手順③ インプット/アウトプット情報の整理 

STEP2: 抽出された情報を主体として整理（＝災害情報項目別リスト） 
  情報を「どこから (Where)」「どうやって(How)」入手すべきかを検討 

情報項目によるアクションの整理の例 

【インプット情報】 
  7 被害情報の収集    10  部署間の連絡および調整 
11 災害対応の意思決定   13  重要業務の現状把握と見通しの分析 
18 対外的な情報発信    19 応援体制確立 
20 物資の在庫管理・調達   21 財務支援・手当ての実施 
22 社会・地域貢献の方針決定  27  脱出・消化・救援活動の実施 
28  避難地への避難    29  重要資産の保全・持ち出し 
32 現地被害の収集    36 二次災害の防止 
37  重要業務の現状と見通しの報告 41  取引先への状況報告と折衝 
44 復旧資機材の確保    46 現地社員の生活環境（衣食住）の確保 

情報のインプット 
により実行される 

アクション 

情報を 
アウトプットする 

アクション 

Where ≪アクションと情報の関係≫ 

【アウトプット情報】 
 7 被害情報の収集    16 復旧活動の把握 
18 対外的な情報発信    32 現地被害の収集 
35 帰宅・残留・退避指示 

情報 

（例）「情報」=「自社被害状況」の場合 

情報項目
イン

プット
アウト
プット

a7 a7
a10 a16
a11 a18
a13 a32
a18
a19
a20
a21
a22
a27
a28
a29
a32
a36
a37
a41
a44
a46

a35

自社被害状況
（①出火・転倒・倒壊・負傷者等：防災）
（②社員・施設・設備・商品等：リソース）
（③危険物等、周辺への影響：安全管理）
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検討手順③ アクション項目別フロー図の作成 

STEP3: 抽出された情報について、情報の流れを見える化 
 「誰が(Who)」「どこから(Where) 」「どうやって(How)」入手すべきかを検討 

≪情報の流れ≫下記のアクション項目別フロー図により整理 

【凡例】

アクション項目アクション項目 情報のながれドキュメント人 情報項目

伝達手段

【凡例】

アクション項目アクション項目 情報のながれドキュメント人 情報項目

伝達手段

入手手段 
How 

情報の提供元 
（人） 
Where 

iX.アクションに 
必要な 

インプット情報 
What 

入手手段 
How 

伝達手段 
How 

アクション主体 
（組織・人） 

Who 

アウトプット 
情報の提供先 

Where 

情報の提供元 
（ドキュメント） 

Where 

iX.アクションに 
必要な 

インプット情報 
What 

iX.アクションによる 
アウトプット情報 

What 

aX. アクション項目 Why アクションの概要 

注記）アクション項目別フロー図では、時系列（When）を表現していない。 

Where 

Where 

Who Where How 

How 

How 

現在、本作業を 
中心に実施中 
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≪アクション項目別フロー図の例≫ 
a2：災害対策本部員の非常呼集 

 メール、携帯電話、 
非常呼集システムなど 

緊急対応 
チーム 

災害対策 
本部員 

i79規定以上の地震 
情報（地域・震度） 

＋ 
（非常呼集要請） 

i2参集状況 
（集合・呼集回答等） 

i79規定以上の地震 
情報（地域・震度） 

 メール、携帯電話、 
非常呼集システムなど 

災害対策 
マニュアル等 

i1呼集実施基準 

メール、社内放送、イントラ 
ネット、掲示板、FAX等 

i80非常呼集 
対象者名簿 

災害対策マニュアルの常備 
（紙、電子媒体による保管・携行) 

災害対策マニュアルの常備 
（紙、電子媒体による保管・携行) 

緊急対応要員 

a２．災害対策本部要員の非常呼集 
災害対応チームは、規定以上の地震情報を得た場合、名簿・基準に基づき、
災害対策本部員の非常呼集を行い、その結果として、参集状況を確認する。 

【凡例】

アクション項目アクション項目 情報のながれドキュメント人 情報項目

伝達手段

【凡例】

アクション項目アクション項目 情報のながれドキュメント人 情報項目

伝達手段

各自で本フロー図を 
作成し、研究会で 
確認、議論する 

検討手順③ アクション項目別フロー図の作成 
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東日本大震災後の活動 

•東日本大震災での対応事例の紹介、研究会内での討論会を 
計3回実施 

•情報発信（タイミング、ツール）における課題について議論 

タイトル 情報提供者 会社名 日付 

第1回 

東日本大震災における伝達
手段について 

 

 

 

 

市川 啓一 
(株)レスキューナウ危機
管理研究所 

11/10/28 

第2回 
東日本大震災時のデータセ
ンターの対応 

村田 麻友美  
富士通エフ・アイ・ピー 
(株) 

11/11/18 

第3回 
東日本大震災による生産施
設の被災状況分析、地震・
津波対策 

橋元 正美 清水建設(株) 11/12/16 

『災害時の通話インフラ
比較検討表』を作成 
＊次ページ参照 
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災害時の通話インフラ比較検討表 
  
  

ＭＣＡ無線 衛星電話 一般的な携帯電話 簡易無線 
（ＰＳＴＮ対応） イリジウム ワイドスターⅡ PHS D/A/S トランシーバ 

【運用エリア】 
通話エリア ○人口多い所 ◎ ◎国内 ◎ ◎ ○相互通信 
建物内 △屋内配線 × ×屋内配線 ◎ ◎ ◎ 
天候（荒天） ◎ △ △ ◎ ◎ ◎ 
都心部での通話 ◎ ○ ○ ◎ ◎ ◎ 
山間部・海上 × ◎ ◎  × △ ○相互通信 
【機器性能】  
アンテナ角度調整 ◎ △ × ◎ ◎ ◎ 
端末形状 △ × × ◎ ◎ ○ 
一般電話との通話機能 ○オプション ◎ ◎ ◎ ◎ × 
【通話モード】  
一斉モード ◎ × × × × ◎ 
グループモード ◎ × × × × △周波数毎 
個別モード ◎ ◎ ◎ ◎ ◎ × 
複信モード 
（もしもしはいはい） 

○オプション ◎ ◎ ◎ ◎ × 

データ通信機能 × △遅い △遅い ◎ ◎ × 
【インフラ】  
中継装置 △ ○ ○ △ × ◎ 
自家発電 ◎ ◎ ◎ × ○ - 
輻輳事例 ○時間制限 ◎ ◎ ◎ × ◎ 
【費用】 
端末料金(万円） ２５万円 ３０万円 ３０万円 ２万円 ２万円 ３万円 
利用料基本（円） 3000円 5000円 5000円 1450円 3000円 0円 
１分通話料（円） 0円 120円 180円 0円 0円 0円 
一般電話との通（円） 10円 189円 180円 42円 42円 0円 

評価 

・災害初動向け 
 ・基地局被災地 
 ・災対本部向け 
 ・重要拠点 
 ・災害対応要員 

・グローバル向け 
 ・海、山、孤立地域 
 ・災対本部向け 
 ・重要拠点 
 ・災害対応要員 

・海、山、孤立地域 
 ・災対本部向け 
 ・重要拠点 
 ・災害対応要員 

・軽被災地 
 ・輻輳対応 
 ・平常利用 
 ・メール機能 

・平常利用 
  ・メール機能 
  ・ネット機能 

・敷地内連絡 
 ・災害対応要員 
 ・輻輳対応 
  

東日本大震災で使われた 
通信手段を利用シーン、
機能、コスト別に評価 
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今後の課題、目標 

どこから入手すべきか 
Where 

どうやって入手すべきか 
How 

誰が入手すべきか 
Who 

いつ入手すべきか 
When 

個別アクション 
ごとに精査中 

48アクション中 
34アクション済 

 

≪当面の課題≫ 

どんな情報か 
What 

何のために必要か 
Why 

≪将来的な目標≫ 

災害情報システムのある
べき姿 -構成イメージ- 

災害情報システムの仕様
と条件 

・・等の検討 

研究成果の実用化 

残り１２アクション 

 12年度中にアクション項目別フロー図の
検討を完了予定 
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